
調査計画 

１ 調査の名称 

消費生活協同組合（連合会）実態調査 

２ 調査の目的 

消費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会に関する事業の状況、財務の状況等の基本的事項を

明らかにし、消費生活協同組合制度に関する施策形成のための基礎資料を得ることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 全国 

（２）属性的範囲 消費生活協同組合、消費生活協同組合連合会及び都道府県 

４ 報告を求める者 

（１） 数

（ア）組合票  約900 

（イ）連合会票  約80 

（ウ）都道府県票  47 

（２）選定の方法（■全数 □無作為抽出 □有意抽出） 

  厚生労働省及び都道府県が各々整備している所管組合の名簿から選定 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１） 報告を求める事項（詳細は調査事項一覧を参照）

（ア）組合票   組合の事業状況等調査票記載の事項 

（イ）連合会票  連合会の事業状況等調査票記載の事項 

（ウ）都道府県票  財務状況等調査票記載の事項 

 （２）基準となる期日又は期間  毎年４月１日の属する事業年度とする。 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

（ア） 組合票   （配布）厚生労働省－（都道府県）－報告者 

  （回収）報告者－民間業者－厚生労働省 

（イ） 連合会票   （配布）厚生労働省－（都道府県）－報告者 

（回収）報告者－民間業者－厚生労働省 
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（ウ） 都道府県票    （配布）厚生労働省－都道府県 

（回収）都道府県－民間事業者－厚生労働省 

（２）調査方法（□調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（       ）） 

各厚生労働大臣所管組合（連合会）については、厚生労働省から調査票(電子及び紙媒体)を電子

メール及び郵送にて送付する。各都道府県知事所管組合（連合会）については、厚生労働省から各

都道府県へ調査票を送付し、都道府県から各組合（連合会）へ調査票を電子メール及び郵送にて配

布する。各組合（連合会）（厚生労働大臣所管及び都道府県知事所管の双方）は、調査票の記入後、

厚生労働省が委託する民間事業者に調査票を原則として電子メールにて提出する。 

都道府県については、厚生労働省から調査票(電子及び紙媒体)を電子メール及び郵送にて送付す

る。都道府県は、調査票の記入後、厚生労働省が委託する民間事業者に調査票を原則として電子メ

ールにて提出する。 

ただし、インターネット環境等により、電子メールによる提出が困難である場合は、紙媒体の調

査票を郵送にて提出することができるものとする。なお、電子メールでの提出にあたっては、エク

セルの調査票に各事業所ごとにパスワードを設定して安全な提出を図るものとする。受託業者は調

査票の集計を行った後、結果表を作成する。 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期  １年 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限  毎年12月末日 

８ 集計事項 

  別紙「消費生活協同組合(連合会)実態調査 集計事項一覧」のとおり 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法  厚生労働省ホームページ及び政府統計e-stat上において公表する。 

※財務状況等については、国所管の組合分も別途集計し、あわせて公表する。

（２）公表の期日  調査実施翌年の５月下旬 

10 使用する統計基準 

  本調査では、調査内容を鑑みて、現在設定されている統計調査基準を使用する余地が乏しいため、調

査対象の画定や統計の表章に統計基準を使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 
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保存期間   常用 

保存責任者  厚生労働省社会・援護局地域福祉課長 
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消費生活協同組合(連合会)実態調査 調査事項一覧 

１ 組合票 

■ 組合員の状況

・組合員人数

・出資金一口の金額

■ 機関運営の状況

・総代会

・役員

・公認会計士等の活用状況

■ 職員体制

・職員人数

■ 事業の状況

・供給事業

・利用事業

・生活文化事業

・元受共済事業

・受託共済事業

・見舞金事業

・貸付事業

・医療事業

・福祉・介護事業

・組合員活動及び教育事業等

・員外利用の状況

・子会社

・行政との包括連携協定

２ 連合会票 

■ 会員生協の状況

・会員数

・会員生協の種類

・出資金一口の金額

■ 機関運営の状況

・役員

・公認会計士等の活用状況

■ 職員体制

・職員人数

■ 事業の状況（連合会が直接実施しているもの）
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・供給事業

・利用事業

・生活文化事業

・元受共済事業及び再共済事業

・受託共済事業

・見舞金事業

・貸付事業

・医療事業

・福祉・介護事業

・組合員活動及び教育事業等

・員外利用の状況

・子会社

・行政との包括連携協定

３ 都道府県票 

１．貸借対照表 

（１）主として共済事業を行う組合 

・現金及び預金

・金銭の信託

・金銭債権

・有価証券

・貸付金(組合貸付金)

・貸付金(契約者貸付金)

・貸付金(その他の貸付金)

・再共済勘定

・業務委託勘定

・業務受託勘定

・その他共済資産

・その他の事業資産

・前払費用（前払収益）

・未収収益

・その他の資産

・業務用固定資産(土地)

・業務用固定資産(減価償却資産)

・業務用固定資産(リース資産（有形）)

・業務用固定資産(建設仮勘定)

・業務用固定資産(無形固定資産)

・業務用固定資産(リース資産（無形）)
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・関係団体等出資金(関係団体出資金)

・関係団体等出資金(子会社等株式)

・繰延税金資産

・貸倒引当金

・繰延資産

・共済契約準備金(支払備金)

・共済契約準備金(責任準備金)

・共済契約準備金(割戻準備金)

・再共済勘定

・業務委託勘定

・業務受託勘定

・その他共済負債

・その他の事業負債

・借入金

・前受収益

・未払費用

・その他負債

・引当金

・価格変動準備金

・繰延税金負債

・組合員資本(出資金)

・組合員資本(未払込出資金)

・組合員資本(剰余金)法定準備金

・組合員資本(剰余金)任意積立金

・組合員資本(剰余金)当期未処分剰余金

・組合員資本(剰余金)（うち当期剰余金）

・評価・換算差額等

（２）主として共済事業以外の事業を行う組合 

・流動資産(現金預金)

・流動資産(受取手形)

・流動資産(供給未収金)

・流動資産(有価証券)

・流動資産(商品)

・流動資産(貯蔵品)

・流動資産(その他)

・流動資産(貸倒引当金)

・固定資産(有形固定資産)建物

・固定資産(有形固定資産)建物の減価償却累計額
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・固定資産(有形固定資産)構築物

・固定資産(有形固定資産)構築物の減価償却累計額

・固定資産(有形固定資産)機械及び装置(機械装置）

・固定資産(有形固定資産)機械及び装置(機械装置）の減価償却累計額

・固定資産(有形固定資産)車両運搬具

・固定資産(有形固定資産)車両運搬具の減価償却累計額

・固定資産(有形固定資産)器具備品

・固定資産(有形固定資産)器具備品の減価償却累計額

・固定資産(有形固定資産)リース資産

・固定資産(有形固定資産)リース資産の減価償却累計額

・固定資産(有形固定資産)土地

・固定資産(有形固定資産)建物仮勘定

・固定資産(無形固定資産)のれん(営業権）

・固定資産(無形固定資産)借地権

・固定資産(無形固定資産)借家権

・固定資産(無形固定資産)ソフトウェア

・固定資産(無形固定資産)リース資産

・固定資産(無形固定資産)その他

・固定資産(その他固定資産)関係団体等出資金

・固定資産(その他固定資産)長期保有有価証券(長期有価証券）

・固定資産(その他固定資産)長期貸付金

・固定資産(その他固定資産)長期前払費用

・固定資産(その他固定資産)前年払年金費用

・固定資産(その他固定資産)差入保証金

・固定資産(その他固定資産)長期預金

・固定資産(その他固定資産)繰延税金資産

・固定資産(その他固定資産)その他

・固定資産(その他固定資産)貸倒引当金

・繰延資産(創業費等）

・流動負債(支払手形)

・流動負債(買掛金)

・流動負債(短期借入金)

・流動負債(短期組合員借入金)

・流動負債(短期リース債務)

・流動負債(未払金)

・流動負債(未払法人税等(未払税金）)

・流動負債(未払消費税等)

・流動負債(未払割戻金)
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・流動負債(未払費用)

・流動負債(前受金)

・流動負債(預り金)

・流動負債(賞与引当金)

・流動負債(工事損失手当金)

・流動負債(設備支払手形)

・流動負債(短期資産除去債務)

・流動負債(その他)

・固定負債(長期借入金)

・固定負債(長期組合員借入金)

・固定負債(長期リース債務)

・固定負債(退職給付引当金)

・固定負債(役員退職給与引当金)

・固定負債(長期資産除去債務)

・固定負債(繰延税金負債)

・固定負債(その他)

・組合員資本(出資金)

・組合員資本(未払込出資金)

・組合員資本(剰余金)法定準備金

・組合員資本(剰余金)医療福祉等事業積立金

・組合員資本(剰余金)任意積立金

・組合員資本(剰余金)当期未処理分剰余金

・組合員資本(剰余金)（うち当期剰余金）

・評価・換算差額等

２．損益計算書 

（１）主として共済事業を行う組合 

・経常収益(共済掛金等収入)

・経常収益(共済掛金等収入)受入共済掛金

・経常収益(共済掛金等収入)受入共済金

・経常収益(共済掛金等収入)受入返戻金

・経常収益(共済掛金等収入)受入委託手数料

・経常収益(共済契約準備金戻入額)

・経常収益(共済契約準備金戻入額)支払備金戻入金

・経常収益(共済契約準備金戻入額)責任準備金戻入金

・経常収益(共済契約準備金戻入額)割戻準備金戻入金

・経常収益(資産運用収益（財産運用収益）)

・経常収益(資産運用収益（財産運用収益）)利息及び配当金等収益
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・経常収益(資産運用収益（財産運用収益）)金銭の信託運用益

・経常収益(資産運用収益（財産運用収益）)金銭債権収益

・経常収益(資産運用収益（財産運用収益）)有価証券売却益

・経常収益(資産運用収益（財産運用収益）)有価証券評価益

・経常収益(資産運用収益（財産運用収益）)有価証券償還益

・経常収益(資産運用収益（財産運用収益）)その他の運用収益

・経常収益(その他経常収益(共済事業以外）)

・経常収益(その他経常収益(共済事業以外）)受取出資金配当金

・経常収益(その他経常収益(共済事業以外）)受取賃借料

・経常収益(その他経常収益(共済事業以外）)その他の経常収益

・経常費用(共済金等支払額)

・経常費用(共済金等支払額)支払共済金

・経常費用(共済金等支払額)支払共済掛金

・経常費用(共済金等支払額)支払返戻金

・経常費用(共済金等支払額)支払割戻金

・経常費用(共済契約準備金繰入額)

・経常費用(共済契約準備金繰入額)支払備金繰入額

・経常費用(共済契約準備金繰入額)責任準備金繰入額

・経常費用(共済契約準備金繰入額)割戻金据置利息繰入額

・経常費用(資産運用費用)

・経常費用(資産運用費用)支払利息

・経常費用(資産運用費用)金銭の信託運用費

・経常費用(資産運用費用)金銭債権運用費

・経常費用(資産運用費用)有価証券売却損

・経常費用(資産運用費用)有価証券評価損

・経常費用(資産運用費用)有価証券償還損

・経常費用(資産運用費用)その他の運用費用

・経常費用(資産運用費用)貸倒引当金繰入額

・経常費用(事業経費)人件費

・経常費用(事業経費)物件費

・経常費用(事業経費)共済委託手数料

・経常費用(その他経常費用(共済事業以外）)

・経常費用(その他経常費用(共済事業以外）)寄付金

・経常費用(その他経常費用(共済事業以外）)その他の経常費用

・特別利益(固定資産売却益（動産・不動産処分益）)

・特別利益(価格変動準備金戻入)

・特別利益(補助金収入)

・特別利益(その他の特別利益)
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・特別損失(固定資産売却損（動産・不動産処分損）)

・特別損失(減損損失)

・特別損失(価格変動準備金繰入)

・特別損失(その他の特別損失)

・税引前当期剰余金

・法人税等

・法人税等調整額

・割戻準備金繰入額

・当期剰余金

・当期首繰越剰余金

・任意積立金取崩額

・当期未処分剰余金

（２）主として共済事業以外の事業を行う組合 

・供給事業(供給高)

・供給事業(供給原価)期首商品及び製品棚卸高

・供給事業仕入高(当期製品製造原価）

・供給事業合計

・供給事業期末商品及び製品棚卸高

・供給事業(供給剰余金)

・利用事業(利用事業収入)

・利用事業(利用事業原価)

・利用事業(利用剰余金 (1 利用事業収入-2利用事業原価）)

・共済事業(共済事業収入)

・共済事業(共済事業費用)

・共済事業(共済剰余金 (1 共済事業収入-2共済事業原価）)

・医療事業(医療事業収入)

・医療事業(（うち）診療報酬分)

・医療事業(医療事業費用)

・医療事業(医療剰余金 (1 医療事業収入-2医療事業費用）)

・福祉事業(介護事業収入)

・福祉事業(（うち）介護報酬分)

・福祉事業(（うち）自治体等からの受託分)

・福祉事業(障害者福祉事業収入)

・福祉事業(（うち）介護報酬分)

・福祉事業(（うち）自治体等からの受託分)

・福祉事業(その他の福祉事業収入)

・福祉事業(（うち）自治体等からの受託分)

・福祉事業(福祉事業費用)
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・福祉事業(福祉剰余金)

・その他事業収入(教育文化事業収入)

・その他事業収入(受取手数料)

・その他事業収入(その他事業収入)

・事業総剰余金

・事業経費(人件費)

・事業経費(物件費)

・事業経費(共済委託手数料)

・事業経費(その他事業費用)

・事業剰余金

・事業外収入(受取利息)

・事業外収入(受取配当金)

・事業外収入(雑収入)

・事業外費用(支払利息)

・事業外費用(雑損失)

・経常剰余金

・特別利益(固定資産売却益)

・特別利益(補助金収入)

・特別利益(その他の特別利益)

・特別損失(固定資産売却損)

・特別損失(減損損失)

・特別損失(その他の特別損失)

・税引前当期剰余金

・法人税等

・法人税等調整額

・当期剰余金

・当期首繰越剰余金

・医療福祉等事業積立金取崩額

・任意積立金取崩額

・当期未処分剰余金

３．剰余金処分案・損失処理案 

・当期未処分剰余金（未処理損失金）

・任意積立金取崩額

・剰余金処分額（損失金処理額）

・剰余金処分額（損失金処理額）(法定準備金(法定準備金取崩額）)

・剰余金処分額（損失金処理額）(医療福祉等事業積立金)

・剰余金処分額（損失金処理額）(利用分量割戻金)
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・剰余金処分額（損失金処理額）(出資配当金)

・剰余金処分額（損失金処理額）(任意積立金(任意積立金取崩額）)

・次期繰越剰余金（損失金）

・次期繰越剰余金（損失金）(うち）教育事業(等)繰越金
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消費生活協同組合（連合会）実態調査 集計事項一覧

第Ⅰ 令和２年度 消費生活協同組合（連合会）実態調査 結果表 

第 1 表 組合数及び組合員数の状況 

（1） 組合数（都道府県、組合種類・連合会、活動状況、供給高・共済掛金等収入、経常剰余、当期

剰余別）

（2） 組合員数（都道府県、組合種類別）

（3） 組合数、組合員数、払込済出資金額（事業種目、組合種類・連合会別）

（4） 組合数（出資金一口の金額、組合種類・連合会別）

（5） 組合数（一人あたりの平均出資金額階級、組合種類別）

（6） 組合数（払込済出資金額階級、黒字・赤字、組合種類・連合会、経常剰余、当期剰余別）

（7） 組合数（組合員数階級、総代数階級、経常剰余、当期剰余別）

（8） 共済事業組合数（組合員数階級、総代数階級、受入掛金額別）

（9） 供給事業組合数（組合員数階級、総代数階級、経常剰余、当期剰余別）

（10） 剰余金割戻額、実施組合数（割戻種類、組合種類・連合会別）

第 2 表 組合の機関運営の状況 

（1） 総代数（組合員数、組合種類別）

（2） 役員の状況

（3） 公認会計士等の活用状況

第 3 表 職員等の状況 

（1） 組合員数階級、職種、組合種類別

① 全体

② 供給事業実施組合

（2） 払込出資金額階級別、連合会職員数

第 4 表 供給・利用事業の状況 

（1） 実施組合数、事業高（都道府県、事業形態、組合種類・連合会別）

① 総数

② 地域

③ 職域

④ 実施組合数

（2） 供給事業店舗数、総面積、組合数（都道府県、店舗有無、売場面積規模、組合種類・連合会別） 

① 総数

② 地域

③ 職域

④ 連合会

（3） 協定締結箇所数及び締結状況（都道府県・市町村、組合種類・連合会別）

（4） 利用事業実施組合数（事業種類、組合種類・連合会別）

別紙
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第 5 表 生活文化事業の状況 

（1） 実施組合数（都道府県、事業種類、組合種類・連合会別）

第 6 表 共済を図る事業の状況 

（1） 共済を図る事業実施組合数（都道府県、組合種類・連合会別）

第 7 表 共済事業の状況 

① 実施組合数

② 契約件数

③ 契約高

④ 受入共済掛金額

⑤ 支払共済金額

⑥ 給付件数

⑦ 剰余金（損失金）

第 8 表 医療事業の状況 

（1） 医療事業実施組合数、組合員数（都道府県、組合種類・連合会別）

（2） 実施組合数（員外利用の割合別、都道府県、組合種類・連合会別）

第 9 表 福祉・介護事業の状況 

（1） 福祉・介護事業実施組合数（サービス、組合種類・連合会別）

（2） 実施組合数（員外利用の割合別、都道府県、組合種類・連合会別）

第 10 表 組合員活動の状況（都道府県、活動種類、組合種類・連合会、人数、回数、金額別） 

第 11 表 員外利用許可の状況（都道府県、許可事由、組合種類・連合会、法定事項別） 

第 12 表 子会社の状況（組合種類・連合会別） 

第 13 表 包括連携協定の締結状況（都道府県・市町村、組合種類・連合会、締結内容別） 

第 14 表 財務の状況（事業種目別） 

（1） 主として共済事業を行う組合

① 貸借対照表

② 損益計算書

③ 剰余金処分又は欠損金処理の状況

④ 出資配当及び利用分量割戻の実施状況

（2） 主として共済事業以外の事業を行う組合

① 貸借対照表

② 損益計算書

③ 剰余金処分又は欠損金処理の状況

④ 出資配当及び利用分量割戻の実施状況
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第Ⅱ 令和２年度 消費生活協同組合（連合会）実態調査結果表（年次推移） 

第 1 表 組合数及び組合員数の状況 

第 2 表 事業種類別組合数の状況 

第 3 表 事業実施の状況 

（1） 供給・利用事業(地域・職域別１組合当たり、組合員１人当たり事業高の状況)

① 総数

② 地域

③ 職域

（2） 共済事業

① 契約高、受入共済掛金額、支払共済金額

（3） 医療事業

① 医療事業 事業収入の状況

（4） 福祉・介護事業

① 福祉・介護事業種類別事業収入の状況

第 4 表 払込済出資金額の状況 
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